
62 ││ INTERNET magazine││ ││ ││

「2006年ケータイ大競争時代
の幕開け」
イー・アクセス株式会社社長 千本 倖生氏

68%のシェアを占めるADSLに対

し、FTTHは敷設すらできない場合

もある

千本氏は、現在のADSL市場につい

て「ADSLはもう終わりといわれている

が、これは大いなる誤り」とコメント。「日

本だけがFTTHへ移行しようとしている

のは、NTT の経営戦略でしかない。

ADSLは、固定のブロードバンドとしては

まだ世界の主流であるし、日本でもまだ

68%のシェアを占めている。しかも、田

舎ではFTTHの敷設すらできないのが

現状」と見解を示した。また、「世界が

ADSL中心で展開している中で、日本で
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はFTTH事業者がほとんど儲かっておら

ず、いくらかの事業者が静かに撤退し始

めている。世界的に見たらADSLはまだ

現実的なパイとして残っている」とADSL

の優位性を示した。

また、日本におけるADSLサービス展

開の現状について「日本のADSLが最も

世界で安く、速いサービスとなり敷設環

境も良くなったのは、日本のADSLの規

制緩和は世界で最も進んでいるから」と

説明。「これは、私や（ソフトバンクの）孫

社長が NTT に対して果敢に戦いを挑

み、1つずつ権利をもぎ取ってきたから

だ。規制緩和は勝手に与えられるもので

はなく、自らが立ち上がってリスクを取

り、大きなものに対抗してもぎ取ってい

かないことには自由な競争の世界はでき

ない」と説明した。

INTERNET Watch、本誌編集部

イベント
レポート

株式会社impress Watchのウェブメディア「INTERNET Watch」は2006年2月1日で創刊10周年を迎えた。

これを記念して1月31日、東京国際フォーラムで本誌とimpress Watchの主催による

INTERNET Watch 10周年記念シンポジウム「インターネットNext Stage」が開催され、

インターネット業界のキーパーソン4名による講演が行われた。
※本記事は、「INTERNET Watch」の記事を再編集したものです。

モバイル事業は「1分当たりのコス

トを半額以下に」が目標

現在のモバイル市場について「移動体

通信市場は、固定ブロードバンド市場と

比較して10倍以上の市場規模を誇るに

もかかわらず事業者が3社しかおらず、

準寡占状態になっている」と批判。

「ADSLは300社以上のたくさんの企業が

参入し切磋琢磨することで世界で最も安

く、速くなった。日本は携帯先進国とい

われているが、あくまでiモードや着メロ

など一部のサービスなどだけで、ARPU

（1ユーザーあたりの平均月収入）や1分

当たりのコストが割高でベーシックなコ

ア産業は世界と比較して非常に遅れて

いる。これは本格的な競争がないから

だ」と市場の状況を説明した。

千本氏は、同社が展開するモバイル事
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業について「1分当たりのコストを現在の

日本の平均である47円から20円に下げ

られないかと考えている。料金が高止ま

りしている状態を改善するために、2006

年から2007年あたりをめどに、移動体通

信市場に本格的な競争を導きたい」とし、

「高速データ通信」「モバイルアプリケー

ション」「シームレスサービス」を中心に

サービス展開すると語った。

最後に、モバイル事業への参入につい

て「今後の携帯電話市場は、明らかに音

声中心からブロードバンド中心に移行

し、日本がモバイルでもブロードバンドの

先進国となる境界点が今年になるだろ

う。我々のような、ブロードバンドだけで

インフラを構築できる事業者がモバイル

市場に参入することで、世界で最も安く、

最も使いやすい市場に5年かけて変化さ

せていきたい」と述べた。

「Google：これまでとこれから」
グーグル株式会社社長 村上 憲郎氏

最も優先度の高い利害関係者は一般

ユーザー

村上氏はまず、コンピュータテクノロ

ジー発展の推移の中で、Googleが目指す

方向性を説明。「メインフレーム分野では

IBM、パソコンにおいてはマイクロソフト

の存在が欠かせないといわれるように、

インターネットといえばGoogleと思い浮

かべてもらえるようになりたい」と語っ

た。

それについて村上氏は、「世界におけ

るオンライン検索市場のうち、Googleが

占めるシェアは約50%。ユーザーが2回

検索したとするならば、そのうち1回は

Googleが使われている」と、その優位性

に言及している。実際、シェアの拡大に

伴ってGoogle自身の企業規模も拡大し

ている。現在の従業員数は全世界で約

5000人に及ぶという。

そしてGoogleには「ユーザーを最も優

先度の高いステークホルダー（利害関係

者）と捉える」という大前提があると村上

氏は語る。一般ユーザーから寄せられ

るさまざまな意見をサービスに反映さ

せ、パートナー企業と協力して拡大させ

るのがGoogleのビジネス戦略という。

また「サービスは無償である」のも、

Googleが貫く哲学の1つ。その理由は

“ねじれ現象”の防止。「真に提供したい

サービスがあっても、（課金業務などを考

慮すると）本来の目的からサービス内容

が逸脱してしまう可能性がある」ためだ。

グーグル株式会社代表取締役社長 村上 憲郎氏イー・アクセス株式会社代表取締役会長兼CEO、

イー・モバイル株式会社代表取締役会長兼CEO 千本 倖生氏

無償サービスを支える低コストサー

バー

これら無償サービスを継続的に提供で

きるのは、サービス側のネットワークを非

常に安価で運用しているからだ。村上氏

によれば「一般ユーザーがお持ちのパソ

コンよりも、はるかに低コストなマシン群

でサービス運用されていて、マシンの

チップ代よりも電気代が問題になる」ほ

ど機能が削ぎ落とされ、低価格化されて

いるという。そのため、検索利用者や広

告数の急増、機器障害の発生にも低コス

トかつ柔軟に対応できるメリットもある。

なお、これらの低コストサーバーは

Googleが自社開発する内部製作品。村

上氏は「Googleをソフトウェア会社だと思

う人は多いだろうが、実はハードウェア

会社でもある」と補足している。

2009年には“人類の知”がすべて検

索可能に

村上氏は「Googleでは、将来的に世界

の全データをオーガナイズするという目標

を掲げているが、それには500万TBも

の情報量が必要とされている。そのうち

データ化が完了しているのは約1%。こ

れをどのように達成するのか議論を重ね

ている」と話す。
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最後に村上氏は、3 年後の具体的な

Google像を展望。「2009年にはおそらく、

“人類の知”と呼ばれる分野のデータは

すべて検索可能になるだろう」と予想し

た。

「情報セキュリティーガバナン
スの夜明け」

株式会社ラック社長 三輪 信雄氏

セキュリティー対策は後付けからビ

ルトインへ

「1995 年頃だと『そもそもファイアー

ウォールって何?』という状況だった」と三

輪氏。ラックでは自社サイトを構築する際

にFreeBSDを導入したが、当時はパス

ワードなしでログインできたという。性善

説に基づいて運営されていた当時のイン

ターネットは自由で牧歌的だったが、「こ

れだけ自由だと後で必ず問題になり、ビ

ジネスになる」とも思っていた。

直感は確信へと変わり、2000年1月頃

からDoS攻撃やウェブサイトの書き換え

といった事件が立て続けに発生した。セ

キュリティーへの関心が高まり、業界がバ

ブルだった頃もあったが、ウイルス対策

ソフトやゲートウェイなど後付けの対策

は行き詰まりを見せているという。

ウェブサイトからの顧客情報漏洩も今

や珍しくないが、「パッチを適用しましょ

う、IDS/IPSを導入しましょう、ウェブア

プリを改修しましょうなどと顧客に勧め

るが、何千万円ものコストがかかる。顧

客企業がラックと同程度の経営規模の会

社であれば、私が経営者なら発注しな

い」と指摘する。

CIO、CSO、CISOそれぞれの違い

の認識と限界

三輪氏が説明する情報セキュリティー

体制は「情報セキュリティーガバナンス」

といわれる社内統制体制。

情報セキュリティーガバナンスの中核

は、情報セキュリティーの責任者が担う。

企業内での責任者としては、いわゆる

CIO（最高情報責任者）やCSO（最高セ

キュリティー責任者）、CISO（最高情報セ

キュリティー責任者）との名称があり、そ

れぞれ微妙に役割が異なる。

三輪氏の見解では、CIOは組織の情報

管理を行なう。一般的には情報システム

本部の本部長が兼務することも多い。

CSOは情報セキュリティーに限らず、物

理セキュリティーも含めた経営危機全般

の管理が担当だ。事業の継続性などが

株式会社ラック代表取締役社長 三輪 信雄氏

主な責任範囲になる。CISOは、情報シ

ステム部とは別組織として情報セキュリ

ティーを統括するという。

あくまでも私的な見解とした上で三輪

氏はこう指摘する。「CIOは、情報システ

ム部というコスト部門の統括責任者とし

て、常に費用対効果のプレッシャーを受

けている。経営トップに進言できる人材

も少ない。CSOにセキュリティー対策を

集中するのは論理的には正しいが、広く

深い知見を持つ人材は希少だ。

情報セキュリティー対策責任者の条

件とは

日本において情報セキュリティー対策

の責任者はどうあるべきか。三輪氏は

「継続性を意識し、単純な費用対効果で

考えず、業務・物理・システムにまたがる

知識と人脈があり、情報セキュリティーに

対する知見と先見性があり、経営トップ

にアドバイスできて、正義感と経営感覚

をあわせ持つ」などと指摘しながらも、

「基本的に『こんな人はいない』という人

が情報セキュリティーの責任者にならな

ければならない」と会場を笑わせた。

「インターネット2006」
慶應義塾大学教授 村井 純氏

「WIDEプロジェクト」で掲げた分散

環境がようやく現実のものに

村井氏は1985年に「WIDE研究会」と

して発足したWIDEプロジェクトについ

て、「WIDEという名前は“Widely Inte-

grated Distributed Environment”の略

で、分散処理を非常に広域で大規模に

行なって、地球全体のコンピュータがつ

ながったらどんな環境ができるかという

ことを考えていた」と当時を振り返った。

その上で、「地球全体がネットワーク化

されて分散処理を行なうという、当時考

えていたことがリアリティーを持って実現

されてきた。地球がつながっていること
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を前提にして議論ができるようになり、

その意味ではようやく本物の『WIDE』に

なってきた」と語った。

日本においては、世界で一番安くブ

ロードバンドが利用できるようになるな

ど、優れた環境が整っており、今後のイ

ンターネットを切り開いていくのは日本だ

と主張した。

無線の普及がインターネットに変化

を迫る

村井氏は、特にこれからのインター

ネットを大きく変えようとしている要素は

「アンワイアード」だと指摘。端末が移動

することを前提にした新たなアーキテク

チャへの変革が迫られているとした。

特に、「携帯電話は全世界で普及して

いるが、携帯電話でこれだけパケット交

換が行なわれているのは日本がダント

ツ」。また、無線についてはRFIDも今後

重要となるが、「日本ではおサイフケータ

イという形で、既に500万台のICタグの

リーダー／ライターが普及していて、しか

もそれがインターネットにつながってい

る」として、日本の環境で構築される技術

やサービスが世界をリードしていくという

予測を語った。

RFIDについては、950～956MHzとい

う周波数帯域を新たにRFID用に割り当

てる際に行なわれた議論を紹介。

周波数割り当てについては、「地球全

体でぶつかりあわないようにというアナ

ログ時代の考え方から、グローバルな

マーケットのことを考えるようになり、現

在ではマーケットがグローバルにつな

がっている。たとえば802.11の無線機器

も最初は全部海外製品だったが、日本で

周波数割り当てが決まると、日本製品が

世界中に出回った」と語り、周波数割り当

てに対する考え方が変わってきたとした。

遅延とルーティング、大規模システ

ムへの取り組みが今後の課題

村井氏は、さらにこれからのインター

ネットに要求される要素として遅延の問

題を挙げた。

たとえば映像伝送では、現在のハイビ

ジョンは元の映像では1.5Gbpsに相当す

るデータを20Mbps程度に圧縮しており、

圧縮・展開のためにタイムラグが生じて

しまうという。WIDEプロジェクトではハ

イビジョン映像をそのままインターネット

で送信する実験を行なっているが、こう

した技術は高画質で低遅延が要求され

る遠隔医療などで必要とされるとした。

さらに地球規模で考えた場合には、光

の速度で地球を1周するのに133ミリ秒

（0.133秒）かかるが、逆にいえばこの程

度の遅延であれば会話は問題なく、「全

地球のユーザーがインターネットにつな

がり、インタラクティブなアプリケーション

を作ることも可能だということが見えて

きた」と語った。

村井氏は最後に、「これからは地球全

体を考えるグローバル戦略が必要。日本

が一番進んでいて、日本でしか気付いて

いない分野の問題がある。その分野の

議論では日本がリーダーになっていかな

ければいけない」と語った。
当日は雨にもかかわらず多くの参加者が集まり、会場の300席を埋め尽くした。

慶應義塾大学環境情報学部教授

学校法人慶應義塾 常任理事 工学博士 村井 純氏
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